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別添３  

肉用牛・酪農重点化枠により実施する事業 

 

第１ 事業の内容 

肉用牛・酪農の生産基盤の強化を進めるために肉用牛・酪農重点化枠を設け、施

設整備事業（別紙１－１の第１の１の施設等の整備及び同２の家畜の導入をいう。

以下同じ。）、機械導入事業（別紙２－１の第１の１の畜産経営等強化支援事業をい

う。以下同じ。）及び実証支援事業（別紙３の第１の１の畜産クラスター実証支援事

業をいう。以下同じ。）を一体的に実施することができるものとする。 

肉用牛・酪農重点化枠の事業メニュー、取組内容及び要件は別表１のとおりとする。 

 

第２ 肉用牛・酪農重点化枠における特例 

 １ 施設整備事業 

施設整備事業については、別紙１－１に準ずるものとし、第３の１の畜産クラスタ

ー計画に位置付けられた取組であって、３の実証支援事業を実施する場合に限り支援

対象とするものとする。 

（１）施設等の整備における特例 

別紙１－１の第１の１の施設等の整備の対象に、地域活性化施設を加え、この場

合の補助対象の基準及び補助率については別表２のとおりとする。 

（２）家畜の導入における特例 

別紙１－１の第１の１の（１）の家畜飼養管理施設の整備を行い、かつ畜産クラ

スター計画に基づき、当該施設において購入した家畜の飼養を行うことにより規模

拡大を行う中心的な経営体等に対して、その購入に要する経費の一部を補助するも

のとし、補助対象基準及び補助率については、別紙１－１の別表１の区分の欄の２

の家畜の導入に関する補助対象基準及び補助率の欄に掲げる規定を準用する。この

場合において、補助対象基準の欄の２中「別紙１－１の第５の２の者に貸し付ける」

とあるのは、「別添３の第２の１の（２）の者に対する補助対象となる」と読み替

えることができるものとし、読み替えるときは、同欄の３のアは適用しないもの

とする。 

（３）複数年度にわたり実施する事業に関する手続 

ア 事業実施主体は、次のいずれかの場合にあっては、複数年度にわたる事業実

施計画を事業を実施する年度ごとに作成し、都道府県知事に提出することがで

きるものとする。 

（ア）新規就農等の初期投資を抑えつつ、計画的に飼養頭数を拡大していくため、

２年に分けて家畜を導入する場合 

（イ）一の取組主体が互いに関連性の高い施設を複数年度にわたって整備するこ

とで効果的かつ効率的な事業実施が可能である場合 

（ウ）複数の取組主体が連携し、互いに関連性の高い施設を複数年度にわたって

整備することで効果的かつ効率的な事業実施が可能な場合であって、畜産ク

ラスター計画に定める効果の発揮にとって一体の計画として実施することが
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不可欠であるとき 

イ 都道府県知事は、事業実施主体から複数年度にわたる事業実施計画の提出が

あった場合には、その妥当性を確認し、適切と認める範囲において、都道府県

事業実施計画として地方農政局長等に承認の申請を行うことができるものとす

る。 

ウ 地方農政局長等は、都道府県知事からイの複数年度にわたる都道府県事業実

施計画の提出があった場合には、その内容を審査・確認の上、事業の適切な実

施及び成果目標の達成が確実と見込まれる場合には、複数年度にわたる都道府

県事業実施計画の全部又は一部を承認することができるものとする。 

エ ウの承認を受けた都道府県知事は、別紙１－１の第８の１の（９）の事業実

績報告により、年度ごとの事業実施計画に重要な変更がないこと及び事業が計

画どおりに実施されていること等を確認し、その結果を地方農政局長等に報告

するものとする。 

オ エの報告を受けた地方農政局長等は、その内容を確認し、必要に応じて指導

等を行うとともに、事業の適切な実施及び事業の成果目標の達成が見込まれな

い場合には、都道府県事業実施計画の承認の取消等を行うことができるものと

する。 

カ アからウまでにより承認された都道府県事業実施計画に係る補助金の交付手

続については、原則として毎年度行うものとする。 

 

 ２ 機械導入事業 

機械導入事業については、別紙２－１に準ずるものとし、第３の１の畜産クラスタ

ー計画に位置付けられた取組に必要な機械導入であって、３の実証支援事業を実施す

る場合に限り支援対象とするものとする。 

 ３ 実証支援事業 

実証支援事業については、別紙３に準ずるものとし、第３の１の畜産クラスター計

画に位置付けられた取組に限り支援対象とするものとする。 

 

第３ 事業の実施 

１ 肉用牛・酪農重点化枠により事業を実施する場合にあっては、畜産クラスター計

画において、別表１に示す事業メニュー及び取組内容ごとに地域システムの核とな

る施設の利用、取組の実施等を通じて参画する構成員及びその取組における構成員

の役割を明らかにした上で、畜産クラスター計画の目的、取組の内容、行動計画及

び期待される効果を記載するものとする 

２ １の記載に当たっては、目的欄に現状水準に係る取組状況を記載するとともに、

期待される効果の欄に目標水準に係る目標を記載するものとする。
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別表１（第１関係） 

事業メニュー 取組内容 要件 

１ 肉用牛 （１）地域的な

規 模 拡 大

の推進・分

業 体 制 の

構築 

 以下の（１）から（３）までの取組

を中心的な経営体と協議会の構成員

が連携により一体的に行うこと。 

（１）飼料生産業務、ほ育・育成業務、

繁殖業務の全て又はいずれかを

外部化又は分業化する取組 

（２）上記（１）に取り組む肉用牛経

営における繁殖雌牛の増頭又は

子牛生産頭数の拡大に資する取

組 

（３）飼養管理の適正化のため、以下

のアからウまでのいずれかにつ

いての実証・調査 

 ア 繁殖技術（受胎率、分娩間隔

等）の向上 

 イ ほ育・育成技術の改善による

事故率の低減 

 ウ その他繁殖雌牛の増頭に資す

る実証 

１ 現状水準 

 以下の（１）から（10）までのうち４つ

以上の取組が行われていること。 

（１）飼料生産の外部化 

   取組に参画する構成員が、飼料生産

を専業的に行う外部支援組織（ＴＭＲ

センター、コントラクター等）を利用し

ていること。 

（２）ほ育・育成の外部化 

   取組に参画する構成員が、ほ育・育成

を専業的に行う外部支援組織（キャト

ルステーション、育成牧場等）を利用し

ていること。 

（３）繁殖・分娩管理の外部化 

   取組に参画する構成員が、分娩管理

を専業的に行う外部支援組織（キャト

ルブリーディングステーション、繁殖

センター等）を利用してること。 

（４）繁殖肥育の地域内一貫生産 

   取組に参画する構成員が、繁殖肥育

の一貫生産（複数の構成員による地域

の取組も含む）に取り組んでいること。 

（５）放牧 

   取組に参画する構成員が、放牧を実

施していること。   

（６）交雑種雌牛を活用した一産取り肥育 

   取組に参画する構成員が、交雑種雌

牛を活用した一産取り肥育を実施して

いること。 

（７）発情発見装置等の省力化機械の普及・

定着 

   取組に参画する構成員が、発情発見

装置、分娩監視装置、哺乳ロボット等の

省力化機械を導入していること。 

（８）衛生管理、暑熱対策等適切な飼養管理 

   取組に参画する構成員を含み、地域

として、衛生管理や暑熱対策等の飼養

管理に取り組んでいること。 

（９）耕畜連携 

    取組に参画する構成員が、地域の耕

種農家と連携し、耕種農家による飼料

の生産・供給、畜産農家による堆肥の供

給等の耕畜連携に取り組んでいるこ

と。 

（10）継続的な研修生の受け入れ 

（２）受精卵移

植 技 術 の

活 用 拡 大

（ 一 産 取

り 肥 育 の

拡大） 

 以下の（１）から（３）までの取組

を中心的な経営体と協議会の構成員

が連携により一体的に行うこと。 

（１）交雑種雌牛を活用した一産取

り肥育の取組 

（２）上記（１）により生産された和

子牛のほ育・育成体制の構築又

はスモール市場取引の活性化を

図る取組 

（３）一産取り肥育技術の確立のた

めの実証・調査 
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（３）ＩＣＴの

活用推進 

 以下の（１）から（３）までの取組

を中心的な経営体と協議会の構成員

が連携により一体的に行うこと。 

（１）発情発見装置、分娩監視装置、

哺乳ロボット等の省力化機械の

普及・定着・活用のための取組 

（２）上記（１）に取り組む肉用牛経

営における繁殖雌牛の増頭又は

子牛生産頭数の拡大に資する取

組 

（３）省力化機械の有効活用のため

の実証・調査 

   取組に参画する構成員が、直近５年

以内に、研修生を２回以上受け入れた

実績を有すること。 

 

２ 目標水準 

 事業実施年度の翌年度から５年以内に

達成する目標として、以下の（１）の計画

及び（２）から（４）までのうちいずれか

１つの計画を有すること。 

（１）繁殖雌牛飼養頭数の増加 

   取組に参画する構成員が、繁殖雌牛

の飼養頭数を５％以上増頭すること。 

（２）繁殖雌牛１頭当たりの子牛出荷頭数

の増加 

   取組に参画する構成員を含み、地域

の繁殖雌牛１頭当たりの子牛出荷頭数

が 0.9 頭以上となること。 

※繁殖雌牛１頭当たりの子牛出荷頭数

＝地域の子牛出荷頭数（注１）（自家保

留を含む）／地域の繁殖雌牛の飼養

頭数（注２） 

（注１）乳用種への受精卵移植により

産出された肉用種子牛は含まな

い。 

（注２）一産取り肥育のレシピエント

については、繁殖雌牛の飼養頭数

には含まない。 

（３）肥育牛出荷月齢の短縮 

   取組に参画する構成員を含み、地域

の平均肥育牛出荷月齢を３％以上短縮

すること。 

（４）中心的な経営体の収益性向上 

      施設整備を実施した中心的な経営体

の収益性が 15％以上向上すること。 

（４）繁殖・肥

育 一 貫 体

制の構築 

 以下の（１）から（３）までの取組

を中心的な経営体と協議会の構成員

が連携により一体的に行うこと。 

（１）繁殖雌牛を増頭し、一貫生産体

制を構築する取組 

（２）一貫生産による肥育開始月齢

の早期化及び肥育牛出荷月齢の

早期化に資する取組 

（３）飼養管理等の適正化のための

以下のアからウまでのいずれか

についての実証・調査 

 ア 肥育開始月齢の早期化 

  イ 肥育牛出荷月齢の早期化 

  ウ その他繁殖雌牛の増頭に資

する実証 
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２ 酪農（乳用

牛） 
（１）乳用後継

牛の確保・

育 成 の 推

進 

 以下の（１）から（３）までの取組

を中心的な経営体と協議会の構成員

が連携により一体的に行うこと。 

（１）性判別精液（受精卵）を活用し

た乳用後継牛を計画的に増産す

る取組 

（２）地域で計画的に育成体制を構

築するための以下のア又はイの

取組 

 ア 個々の農家における自家育

成頭数の拡大 

 イ ほ育・育成センターを活用 

した育成頭数の拡大 

（３） 飼養管理等の適正化のため

の以下のアからウまでのいず

れかについての実証・調査 

 ア 飼養管理技術の改善による

受胎率の向上や供用期間の延

長 

 イ ほ育・育成技術の改善によ

る事故率の低減 

 ウ その他乳用後継牛の増頭に

資する実証 

１ 現状水準 

 以下の（１）から（11）までのうち４つ

以上の取組が行われていること。 

（１）供用期間の延長 

   取組に参画する構成員が飼養する乳

用牛の供用期間が、各都道府県等地域

の平均値以上であること。 

（２）育成牛の確保 

   取組に参画する構成員の育成牛飼養

頭数の割合が各都道府県等地域の平均

以上であること。 

  ※育成牛飼養頭数の割合＝乳用種雌子 

牛の出生頭数／経産牛の飼養頭数 

（３）牛群検定への加入 

   取組に参画する構成員の牛群検定加

入割合が、各都道府県等地域の平均以

上であること。 

（４）飼養管理技術の改善 

   代謝プロファイルテストや牛群検定

成績、バルククーラーの乳質変化等の

評価値を用いて取組に参画する構成員

に対する改善指導を行っている実績を

有すること。 

（５）性判別精液（受精卵）の活用 

   取組に参画する構成員が、性判別精

液（受精卵）の活用実績を有すること。 

（６）飼料生産の外部化 

   取組に参画する構成員が、飼料生産

を専業的に行う外部支援組織（ＴＭＲ

センター、コントラクター等）を利用し

ていること。 

（７）ほ育・育成の外部化 

   取組に参画する構成員が、地域内外

のほ育・育成を専業的に行う外部支援

組織（キャトルステーション、育成牧場

等）を利用していること。 

（８）搾乳ロボット等の省力化機械の普及・

定着 

   取組に参画する構成員が、搾乳ロボ

ット等の省力化機械を導入しているこ

と。 

（９）衛生管理、暑熱対策等適切な飼養管理 

   取組に参画する構成員を含む地域全

体で、衛生管理や暑熱対策等の飼養管

理に取り組んでいること。 

（10）耕畜連携 

   取組に参画する構成員が、地域の耕

種農家と連携し、耕種農家による飼料

の生産・供給、畜産農家による堆肥の供

（２）分業体制

の構築・省

力 化 の 推

進 

 以下の（１）から（３）までの取組

を中心的な経営体と協議会の構成員

が連携により一体的に行うこと。 

（１）飼料生産業務、ほ育・育成業務

のいずれか又は両方を外部化、

分業化する取組 

（２）（１）に取り組む酪農家におけ

る搾乳作業の強化及び生産量の

拡大を図るための、以下のア又

はイの取組 

  ア 搾乳ロボットの導入等、効

率的な搾乳体系の構築 

  イ 飼養頭数の拡大又は飼養管

理の改善による生乳生産量の

増加 

（３）飼養管理等の適正化のための

以下のアからウまでのいずれか
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についての実証・調査 

  ア 飼料の品質、収量の向上 

  イ ほ育・育成技術の改善によ

る事故率の低減 

  ウ 効率的な搾乳体系の構築に

よる生乳生産量の増加 

給等の耕畜連携に取り組んでいるこ

と。 

（11）継続的な研修生の受け入れ 

   取組に参画する構成員が、直近５年

以内に、研修生を２回以上受け入れた

実績を有すること。 

 

２ 目標水準 

 事業実施年度の翌年度から５年以内に

達成する目標として、以下の（１）の計画

及び（２）から（４）までのうちいずれか

１つの計画を有すること。 

（１）生乳生産量の増加 

    取組に参画する構成員の生乳生産量

が、４％以上増加すること。 

（２）供用期間の延長 

   取組に参画する構成員の平均分娩産

次又は飼養する経産牛の平均月齢が、

各都道府県等地域の平均値を４％以上

上回ること。 

（３）育成牛の確保 

   取組に参画する構成員を含む、地域

の育成牛飼養頭数の割合が、各都道府

県等地域の育成牛飼養頭数の割合を４

％以上上回ること。 

  ※育成牛飼養頭数の割合＝乳用雌子牛

の飼養頭数／経産牛の飼養頭数 

（４）中心的な経営体の収益性向上 

   施設整備を実施した中心的な経営体

の収益性が 15％以上向上すること。 
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別表２（第２の１関係） 

区分 補助対象基準 補助率 

１ 施設等の整備 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ６） 地 域 活

性化施設  

 

 

 

 

 

 

 

１ 取組の普及、新規就農者や担い手育成の

ために必要な施設であること。 

  ただし、外国人技能実習制度に基づき受

け入れている外国人技能実習生の宿泊滞在

施設は除く。 

 

２ 整備する施設等は、次のとおりとする。 

 ア 座学等を行う研修施設 

 イ 宿泊滞在施設 

 ウ その他研修に必要な施設・設備 

１／２以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


